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日本から出国される外国人の皆様へ 
 

 

1.厚生年金保険にかかる脱退一時金のご案内 

次の６つの受給要件にすべてあてはまる人が請求されたときに支給されます。（受給要件を満

たしてから２年を経過した場合は請求できません。） 
 

受給要件 

① 日本国籍を有していないこと 

② 日本国内に住所を有していないこと 

③ 厚生年金保険の被保険者期間が６カ月以上であること 

④ 老齢厚生年金の受給資格期間を満たしていないこと 

⑤ 年金（障害手当金を含む）を受ける権利を有したことがないこと 

⑥ 最後に国民年金、厚生年金保険の被保険者の資格を喪失した日、又は日本国内に住所を有

しなくなった日から２年を経過していないこと 

提出書類 
「脱退一時金請求書（厚生年金保険／退職等年金給付）」 

添付書類 
① パスポートのコピー（氏名、生年月日、国籍、署名、在留資格が確認できるページ） 

② 「銀行名」、「支店名」、「支店の所在地」、「口座番号」及び「請求者本人の口座名義」であるこ

とが確認できる書類（銀行が発行した証明書、預金通帳のコピー、無効な小切手等。） 

IBAN code（欧・中東）、ABA/Routing No.（米）、BSB No.（豪・乳）、IFSC code（印）、

Transit No.（加）、AGENCIA code（伯）、CLABE code（墨）、SWIFT/BIC code（世界中）等が 

記載された金融機関の書類も提出してださい。 

③ 基礎年金番号の確認ができるもののコピー（原本ではなく、必ずコピーをご添付ください。） 

④ 日本に住所を有さないことが確認できる書類（住民票の除票等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱退一時金に関する問い合わせは、日本私立学校振興・共済事業団 年金部年金第一課まで 

〒113-8441 東京都文京区湯島 1-7-5 03-3813-5321（代） 

 

脱退一時金を請求する場合は、お住いの市区町村へ必ず転出届をご提出ください。 

※帰国前にお住いの市区町村へ転出届を提出していただいた場合には、私学事業団が、住民票の

消除情報から転出届を提出された人が日本国内に住所を有しないことを確認できますので、添

付書類④「日本国内に住所を有しなくなったことを確認できる書類」の提出は不要です。 

次ページの注意事項を必ずご覧ください 

！ 

！ 

●帰国前に日本国内から請求書を提出する場合は、請求書を住民票の転出（予定）日以降に私学
事業団へ提出してください。（厚生年金保険の脱退一時金の受給要件として、私学事業団が請求
書を受理した日に日本に住所を有していないことが必要です。）郵送等でお手続きする場合に
は、請求書が転出（予定）日以降に私学事業団に到達するよう送付してください。 
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ご注意 

厚生年金保険の脱退一時金を受け取った場合、厚生年金保険の脱退一時金の計算の基礎となった

期間は厚生年金給付の適用において年金加入期間ではなくなります。以下の注意書きをよくご覧に

なり、将来的な年金受給を考慮したうえで、厚生年金保険の脱退一時金の請求についてご検討くだ

さい。 

 

 

＊平成 29年８月１日施行の法律により、年金をもらうために必要な受給資格期間が 10年に短縮さ
れました。次の受給資格期間が 10年以上ある人は脱退一時金の請求はできません。 

 ・厚生年金保険や共済組合等の加入期間 
・国民年金の保険料を納めた期間や免除された期間 
・合算対象期間（例：65歳までに日本国籍を取得した人や永住許可を受けた人で、海外在住
期間のうち昭和 36 年 4 月 1 日から日本国籍を取得した日又は永住許可を受けた日の前日
までの 20歳以上 60歳未満の期間） 

 
＊厚生年金保険の脱退一時金を受け取った場合、請求する以前の全ての期間が厚生年金給付の適用
において年金加入期間ではなくなります。 

 
＊日本と年金通算の協定を締結している相手国の年金加入期間のある人につきましては、一定の要
件のもと年金加入期間を通算して、日本及び協定相手国の年金を受け取ることができる場合があ
ります。ただし、脱退一時金を受け取ると、脱退一時金を請求する以前の年金加入期間を通算す
ることができなくなりますので、ご注意ください。 

 [令和 8 年 4 月現在、ドイツ、アメリカ、ベルギー、フランス、カナダ、オーストラリア、オラ
ンダ、チェコ、スペイン、アイルランド、ブラジル、スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブ
ルク、フィリピン、スロバキア、フィンランド、スウェーデン及びオーストリアと発効済。最新
の協定締結状況は、日本年金機構のホームページ(https://www.nenkin.go.jp/)でご確認くださ
い。] 

 
＊脱退一時金の支給金額の計算には、日本の年金制度に加入していた月数に応じて上限が定められ
ています。 

 上限については、厚生年金保険の被保険者期間により異なります。 
 （詳細は４ページをご覧ください。） 
 
＊脱退一時金の請求には国民年金被保険者の資格が喪失していることが必要です。日本から出国す
る際には、「転出届」に加えて、「国民年金被保険者資格喪失届（申出）書」をお住まいの市区町
村に提出してください。 

 
＊請求者が脱退一時金の支給を受けずに死亡した場合、請求者の死亡当時生計を同一にしていた配
偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹、その他３親等内の親族が代わりに給付を受けることが
できます。（本人が死亡前に請求書を提出している場合のみ該当します。） 

 
＊脱退一時金は、支給の際に 20.42％の所得税が源泉徴収されます。 
 （詳細は７ページをご覧ください。） 
 
＊次の場合は私学事業団以外の実施機関が脱退一時金の決定、支給を行いますので、請求書は該当
の機関にご提出ください。 

・日本における最後の年金加入が公務員共済組合である場合…各共済組合 
・日本における最後の年金加入が民間企業等である場合…日本年金機構 
・国民年金の保険料納付済期間等が６か月以上ある場合…日本年金機構 
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再入国許可及びみなし再入国許可を受けて出国する方へ 

 

再入国許可を受けて出国される場合でも、市区町村に転出届を提出したときは、厚生年金保険の

脱退一時金の請求をすることができます。 

 

 

― POINT― 

転出届を提出していない場合、再入国許可期間内は、原則として厚生年金保険の脱退一時金を請

求することができません。 

 

再入国許可を受けて出国する人でも、国外へ住所を移す場合には、市区町村へ転出届を提出する

必要があります。市区町村へ転出届を提出したうえで、再入国許可を受けて出国している人は、脱

退一時金を請求することができます。 

 この場合、転出日の翌日（国民年金の資格喪失日）から２年間が厚生年金保険の脱退一時金の請

求可能期間となります。 

 

 

＊ 再入国許可を受けた方が再入国許可の有効期間までに再入国しなかった場合 

 

再入国許可期間

脱退一時金請求可能期間（２年間）

入

国

日

出

国

日

再

入

国

　

許

可

期

限

国民年金被保険者期間
（脱退一時金請求不可）  

 原則として、再入国許可の有効期間が経過するまでは国民年金の被保険者とされることから、

厚生年金保険の脱退一時金は請求できません。なお、国民年金の被保険者資格の喪失日（再入国

許可の有効期間（みなし再入国許可期間）が経過した日）から２年間が厚生年金保険の脱退一時

金の請求可能期間となります。 

（再入国許可期限内であっても住民票が消除される場合がありますので、厚生年金保険の脱退

一時金請求の時効起算日についてはご注意ください。） 
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厚生年金保険の脱退一時金の金額 

 

 脱退一時金は、厚生年金被保険者期間の最終月（資格喪失した日の属する月の前月）及び被保険者期

間の月数に応じて、以下のとおり計算されます。この給付は、課税の対象となります。（７ページ参照） 

 

計算式  

 

   

平成 17年 3月以前の期間のみを有する人の場合、計算方法が異なります。 

 

※１ 平均標準報酬額 

● 厚生年金被保険者期間の全部が平成15年４月以降の人

● 厚生年金被保険者期間の全部又は一部が平成15年３月以前の人

平成15年３月前の被保険者期間の

平均標準報酬額　＝　
被保険者期間の各月の標準報酬月額と標準賞与額の合計

全被保険者期間の月数

平成15年４月以後の被保険者期間の

平均標準報酬額　＝　
各月の標準報酬月額×1.3

全被保険者期間の月数

各月の標準報酬月額と標準賞与額の合計
＋

 
※２ 支給率 

H28.9～ H29.9～ H30.9～ R1.9～ R2.9～ R3.9～ R4.9～ R5.9～ R6.9～ R7.9～ R8.9～

H29.8 H30.8 R1.8 R2.8 R3.8 R4.8 R5.8 R6.8 R7.8 R8.8 R9.8

６～11月 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

12月～17月 0.80 0.80 0.90 0.90 0.90 0.90 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00

18月～23月 1.20 1.30 1.30 1.30 1.30 1.40 1.40 1.40 1.50 1.50 1.50

24月～29月 1.60 1.70 1.70 1.80 1.80 1.80 1.90 1.90 2.00 2.00 2.10

30月～35月 2.00 2.10 2.10 2.20 2.20 2.30 2.40 2.40 2.50 2.50 2.60

36月～41月 2.40 2.50 2.60 2.60 2.70 2.80 2.80 2.90 3.00 3.00 3.10

42月～47月 2.80 2.90 3.00 3.10 3.10 3.20 3.30 3.40 3.40 3.50 3.60

48月～53月 3.30 3.30 3.40 3.50 3.60 3.70 3.80 3.80 3.90 4.00 4.10

54月～59月 3.70 3.80 3.90 3.90 4.00 4.10 4.20 4.30 4.40 4.50 4.60

60月以上 4.10 4.20 4.30 4.40 4.50 4.60 4.70 4.80 4.90 5.00 5.10

厚年

加入期間

最終月

  

支給率　＝　（保険料率*×1/2）×被保険者期間月数に応じた数**

*保険料率

最終月が１月～８月の場合、前々年10月時点の保険料率になります。

最終月が９月～12月の場合、前年10月時点の保険料率になります。

**被保険者期間月数に応じた数

厚生年金被保険者期間の合算月数***により、次のとおりとなります。

    ※令和3年3月までの厚生年金被保険者期間のみを有する場合は36月を上限とし

　     て計算します。

***合算月数

60月以上 60

42月以上48月未満 42

48月以上54月未満 48

54月以上60月未満 54

日本に住所を有しなくなった日、及び国民年金の被保険者の資格を喪失した日
が一元化後（平成27年10月以後）である場合は加入のあった厚生年金被保険
者期間全ての合算月数となります。

厚年被保険者期間月数 支給率計算に用いる数

 6月以上12月未満 6

12月以上18月未満 12

36月以上42月未満 36

18月以上24月未満 18

24月以上30月未満 24

30月以上36月未満 30

 

脱退一時金額 ＝ 平均標準報酬額※1 ×支給率※2
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2.退職等年金給付にかかる脱退一時金のご案内 

次の 5つの受給要件にすべて当てはまる人が請求されたときに支給されます。 

 

受給要件 
① 日本国籍を有しないこと 

② 平成 27年 10月以降の私学共済の加入者期間が引き続き 1年以上あって退職していること 

③ 厚生年金保険の脱退一時金を請求していること 

④ 退職等年金給付の請求を行っていないこと 

⑤ 職務障害年金の受給権を有したことがないこと 

 

提出書類 

「脱退一時金請求書（厚生年金保険／退職等年金給付）」 

※必要事項を記入の上、「4.私学共済の退職等年金給付にかかる脱退一時金の請求意思の

確認」欄の「請求する」を〇で囲んでください。 

添付書類 
※厚生年金保険と退職等年金給付の脱退一時金の請求を私学事業団へ同時に行った場合

は添付書類を省略できます。 

① パスポートのコピー（氏名、生年月日、国籍、署名、在留資格が確認できるページ） 

② 「銀行名」、「支店名」、「支店の所在地」、「口座番号」及び「請求者本人の口座名義」で

あることが確認できる書類（銀行が発行した証明書、預金通帳のコピー、無効な小切手

等。） 
IBAN code（欧・中東）、ABA/Routing No.（米）、BSB No.（豪・乳）、IFSC code（印）、Transit 

No.（加）、AGENCIA code（伯）、CLABE code（墨）、SWIFT/BIC code（世界中）等が記載された金

融機関の書類も提出してださい。 
 
 

ご注意 
※ この脱退一時金の算定基礎となった加入者であった期間は、退職等年金給付に関する規定

の適用については加入者期間でなかったものとみなされます。将来「退職年金」の請求を

することはできませんのでご注意ください。 

※ 厚生年金保険の脱退一時金を請求せず、退職等年金給付の脱退一時金のみを請求すること

はできません。 

※ 退職等年金給付の脱退一時金を希望する人で、厚生年金保険の脱退一時金の請求を私学事

業団以外に行った場合は、別途退職等年金給付の脱退一時金の請求を私学事業団に行う必

要があります。 

※ 令和 4年 3月以前に厚生年金保険の脱退一時金を請求した人も、令和 4年 4月以降に退職

等年金給付の脱退一時金を請求することができます。この場合は、私学事業団に請求して

ください。          

※ この脱退一時金の請求を行わない場合は、65 歳（繰上げの場合は 60 歳）以降に退職年金

を請求してください。（次頁参照） 

 

退職等年金給付の脱退一時金の金額 

・退職日における給付算定基礎額の１／２に相当する金額 

※この給付は、課税の対象となります。（7ページ参照） 
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＊退職年金とは 
 

 「退職年金」は、平成 27 年 10 月 1 日以降の加入期間が引き続く 1 年以上ある人が請求い

ただける私学共済制度独自の給付です。厚生年金保険とは別に、平成 27 年 10 月からご退職

までに、学校法人とご自身で半分ずつ納付していただいた掛金を基に算定します。毎月掛金

を納付することにより累積された積立額の半分を生涯受給する「終身退職年金」、残りの半分

を有期間内で受給する「有期退職年金」として受給することができます。（詳しくは私学事業

団のホームページをご覧ください。） 

 https://www.pmac.shigaku.go.jp/annai/nenkin/gaiyo/gaiyo_06/detail/gaiyo_06_01.html   

 

※ 退職等年金給付の脱退一時金を請求した場合、「退職年金」は請求できません。 

 

【退職年金の受給要件】 

1. １年以上の引き続く私学共済の加入者期間を有すること 

2. 65歳以上であること（本人の申し出により、60歳から繰り上げることも可能です） 

3. 私学共済の加入者でないこと 

 

【退職年金の受給イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【脱退一時金を請求せず、将来退職年金を請求する場合】 

⚫ 65歳（繰上げの場合は 60歳）以前の手続きは必要ありません。 

⚫ 外国に居住している人には請求案内ができませんので、受給要件に該当しましたら私学

事業団へ連絡してください。その際には加入者番号が必要になります。 

⚫ 厚生年金保険の脱退一時金の決定通知書は大切に保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

終身退職年金 

有期退職年金（２０年） ☜ 
有期退職年金は 

・受給期間を 10 年に短縮できます。 

・年金に代えて一時金による受給も選択できます。 

 

https://www.pmac.shigaku.go.jp/annai/nenkin/gaiyo/gaiyo_06/detail/gaiyo_06_01.html


7 

 

 

 

脱退一時金の課税 

 
脱退一時金は退職所得として課税の対象となり、非居住者に支給する場合は、原則として支給額の

20.42％を源泉徴収することとなっています。しかし、租税条約によっては「選択課税」の規定が適用された
り、あるいは「教授免税」の手続きを行うことにより、徴収された所得税の全部又は一部が還付されます。 
 
 

 

●選択課税 
選択課税の手続きを行うことにより、所得税は国内の居住者と同様の方式（退職所得の総額に課税）で税額が

計算され、源泉徴収された税額が多い場合は、その差額が還付されます。 

＜選択課税の手続き＞ 

①退職所得の選択課税を受けるためには、脱退一時金の支払を受けた翌年の 1 月 1 日（その日の前日までにそ

の年中の退職所得の総額が確定したときは、その確定した日）以後に、税務署長に対し、「所得税の確定申

告書（退職所得の選択課税申告書）」を提出する必要があります。 

 

②非居住者が退職所得の選択課税申告書を提出するためには、日本国内に住所又は居所を有する納税管理人を

定め、国税の納税地を所轄する税務署長に「納税管理人届書」を提出しなければなりません。（納税管理人

の資格は「日本に居住していること」以外に特にありません。） 

 

③脱退一時金の送金と同時に「脱退一時金支給決定通知書」を請求者宛に送付します。納税管理人は、その年

中に支払を受けた「退職所得の源泉徴収票」および「脱退一時金支給決定通知書」と「非居住者等に支払わ

れる給与、報酬、年金、及び賞金の支払調書」を添付して、「退職所得の選択課税申告書」を、国税の納税

地を所轄する税務署長に提出し、還付金を受け取ります。 

 

●教授免税 
日本国は、国際的な二重課税の回避と各国間における経済・文化の交流促進を目的として、各国と租税条約を

締結していますが、租税条約によっては、外国人が学校に招聘された場合など、一定の条件を満たした場合に、

教育等に関して取得する報酬について課税を免除する規定（以下、「教授免税」という）を設けているものがあ

ります。この教授免税は脱退一時金にも適用されますが、免税期間などの要件は、各国との租税条約により異な

るため、注意が必要です。 

 

＜教授免税の手続き＞ 

教授免税の適用を受けるには次の書類が必要となります。 

a.租税条約に関する届出書……2 部 

＊教授等・留学生・事業等の修得者・交付金等の受領者の報酬・交付金等に対する所得税及び復興特別所得税の免税にかかる「租

税条約に関する届出書」が必要となります。 

b.勤続期間が判断できる招聘状の写し 

 

 

 
 

手続きに関する詳細は日本国内における最終の住所地または居所地を管轄する税務署に 

お問い合わせください。 

（英語によるお問い合わせは TEL: 03-3821-9070） 

https://www.nta.go.jp/ 

or  https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/index2.htm 

 


